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農業環境技術研究所に課せられた課題

農業環境技術研究所 理事長　宮下 淸貴

　4月1日付で理事長に就任致しました。まず何よ

りも、今回の未曾有の大震災で被災されたみなさ

まに、心よりお見舞い申し上げます。

原発事故による放射性物質汚染への対応

　東京電力福島第一原子力発電所の事故は、環境

中に多量の放射性物質を放出し、国内のみならず

世界中の人々に大きな衝撃を与えています。高濃

度汚染地域では多くの方が、今後の見通しが立た

ない中での避難生活を余儀なくされ、また、農地

に降下した放射性物質による食品の汚染が広がり、

農業に深刻な影響を及ぼしています。例年と変わ

らない美しい緑の中、避難により空き家となった

家々と田植えがなされないままの水田が広がる避

難区域の農村風景は、放射性物質による環境汚染

の現実を象徴的に表しているといえましょう。

　農環研では原発事故発生直後から、農水省や関

係県と連携して、農産物や土壌の放射性物質濃度

の測定等の緊急対応にあたってきました。その結

果は汚染対応の施策に反映されるとともに、県な

どから公表され、消費者にも情報提供されていま

す。農環研における環境放射能研究は、核兵器保

有国が大気圏核実験を競い、実験による放射性物

質が日本にも降下していた1959年から行われてい

ます。主要穀類と農耕地土壌の放射性物質の長期

にわたるモニタリング結果からは、今回の事故以

前の環境中の放射性物質レベル（バックグラウン

ド）を知ることができます。またこれらのデータは、

汚染レベルによる作付け制限を政府が決定した、

「稲の作付けに関する考え方」（4月8日）の根拠と

して活用されています。

　現在、緊急の汚染対策として、汚染状況の詳細

な把握（汚染マップ）、高濃度汚染土壌の修復技術

や作物中の放射性物質濃度の低減技術の開発など、

関係諸機関と連携して進行中です。さらに、主要

な放射性汚染物質であるセシウム137の30年とい

う半減期を考えると、今後長期にわたる監視（モ

ニタリング）が必須であり、今まさに、環境に放出

されてしまった放射性物質との闘いが始まったと

考えています。

第3期の農業環境研究

　さて、農環研は平成23年度より、第3期の中期

目標期間に入りました。世界のあちこちで、地球

温暖化の影響とみられる大規模な干ばつや洪水な

ど極端現象が多発し、穀物の国際価格の高騰を引

き起こしています。今世紀半ばに90億人を突破す

ると予想される世界人口の増加と新興国の経済発

展にともなう食の改善により、今後大幅な食糧増

産が必要となります。そうした中での気候変動や、

土壌や水といった自然資源の劣化の進行は、大き

な懸念材料となっています。農環研は第3期では、

以下の4つの目標を掲げています。

1． 地球規模環境変動と農業活動の相互作用に関す

る研究

2． 農業生態系における生物多様性の変動機構及び

生態機能の解明に関する研究

3． 農業生態系における化学物質の動態とリスク低

減に関する研究

4． 農業環境インベントリーの高度化

　21世紀は農業・食料と環境の世紀であるとされ

ており、こうした問題の解決は社会の持続性をか

けた大きな課題です。農環研はその責務の大きさ

を自覚し、より活力のある研究機関を目指しなが

ら、精一杯貢献していく所存です。みなさまのご

理解とご支援･ご協力をお願い申し上げます。
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研究トピックス

背景

土壌（土）は、大気や水、地質、生物などと並び、

自然界を構成する重要な要素です。土壌を観察し

てみると、場所によって色や層の厚さ、構成する

粒子の大きさや中に含まれる礫（れき）の量といっ

たさまざまな違いがみられます。また、分析する

と炭素や窒素、塩基類の含有量などにも違いがあ

り、それらが複雑に組み合わさって多様な土壌が

存在します。このような土壌の多様性は、今ある

土壌ができるまでに要した時間、その期間中の気

候、元になった材料（母材）、地形、そして人間を

含む生物の活動などの要因（土壌生成因子）によっ

て生み出されると考えられ、この考え方が土壌を

調査し分類する際の基本的な枠組みとなっていま

す。つまり、科学としての土壌分類では、さまざ

まな土壌生成因子によって作り出された特徴を判

別することにより、多様な土壌を、同じようなで

き方をして類似した性質を持つグループに区分（類

型化）していきます。

明治時代以降、日本では国の事業として土壌調

査が行われてきましたが、農耕地を対象とする調

査では作物生産の視点から、林野の調査では林木

の生産という視点から土壌を類型化してきたため、

現在でも農耕地向けの土壌分類と、林野向けの土

壌分類が並列して使われています。また、都市部

の土壌については、一部で調査事例はありますが、

分類法は国際的にもほとんど作られていません。

日本ペドロジー学会（土壌の生成・分類および

調査に関わる研究者が組織）は、このような状況

を解消するため、土壌分類体系の統一をめざして

検討を進め、「日本の統一的土壌分類体系　－第二

次案（2002）－」を作成しました。しかし、この

分類案は、日本全図のような概観的な土壌図の作

成は可能でしたが、「大縮尺土壌図に活用するため

には下位カテゴリーを設定する必要がある」（日本

学術会議　2004）と指摘されています。

土壌分類の方法が土地利用ごとに異なっている

と、流域の環境保全など、土地利用をまたいで対

応しなくてはならないテーマに取り組むとき、農

地で得られた結果・知見を林野など他の土地利用

部分に当てはめることが困難です。このような問

題を解決するために、農林水産省は農林水産研究

全国すべての土壌を詳細に区分
包括的土壌分類第1次試案を作成
農業環境インベントリーセンター
小原 洋　大倉 利明　高田 裕介　神山 和則

土壌環境研究領域
前島 勇治

名誉研究員
浜崎 忠雄
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図1　10土壌大群とそれらが分布する主要な地形の模式図
包括的土壌分類、第1次試案は、山地から海岸へ至る全国土をカバーします。写真A～ Jは土壌大群に対応しています
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全国すべての土壌を詳細に区分　包括的土壌分類第1次試案を作成

基本計画（2005）で、土地利用に関係なく、同

じ基準で土壌を実用的に分類できる、「包括的土壌

分類体系」の作成を目標の一つに掲げました。こ

れを受けて農業環境技術研究所は、2006年から5

年間の第2期中期計画において「包括的土壌分類体

系」の作成に取り組みました。

包括的土壌分類の検討方法

包括的土壌分類第1次試案の検討は、次のよう

な考え方で行いました。

（1）農環研がそれまで作成してきた農耕地土壌分

類の最新版である「農耕地土壌分類、第3次改訂版」

と日本ペドロジー学会が検討してきた最新の土壌

分類である「日本の統一的土壌分類体系　－第二次

案（2002）」を融合することにより、すべての地

目に対応可能で、環境問題への対応に有益なデー

タを提供できる分類を作成する（図2）。（2）農耕

地について現在まで蓄積されたデータと知見

を継承できるように、農耕地土壌分類、第3

次改訂版との対応関係をできるだけ保つ。（3）

実際の分類の作業を容易にするため、分類に

必要な調査や分析の項目を最小限にとどめる。

また、地域ごとに特徴があり、かつ、多様

な土壌の分類を検討するためには、農環研以

外の専門家からも広く意見を聞く必要があり

ます。そのため、大学や研究機関の土壌分類

の専門家の助言を得るためのワーキンググ

ループ（2009年度）と委員会（2010年度）

を組織して検討を進めました。

包括的土壌分類の内容

1）4段階のカテゴリー

「包括的土壌分類第1次試案」は、全国の土壌を

上位のカテゴリーから順に、土壌大群、土壌群、

土壌亜群、土壌統群に分けます。対象となる土壌

は、まず、その主たる生成作用と発達程度などに

よって10の土壌大群（造成土、有機質土、ポドゾ

ル、黒ボク土、暗赤色土、低地土、赤黄色土、停

滞水成土、褐色森林土、未熟土）のいずれかに区

分されます（図1）。土壌大群は、地下水位などの

水分条件や母材などによって全部で27の土壌群に

分類されます。さらに、各土壌群の中間的な性質

をもつ土壌からその土壌群の典型的な性質をもつ

土壌までを116の土壌亜群に分類します。最後に、

各土壌亜群を粘土含量の違いや礫層の有無などに

よって最下位のカテゴリーである381の土壌統群

に分類します。これらの分類・同定は、現地調査

といくつかの分析データを組み合わせた検索表を

使って行います（表1）。このカテゴリー構成により、

土壌大群による概説的な記述から、土壌統群を使っ

た詳細なとりまとめにも対応できるようになりま

した。また、包括的土壌分類では、家庭ゴミ、ビニー

ル、家屋・ビル・道路などを壊したがれき・廃材

などの人工物質が埋まっているような都市緑地か

ら、高山帯の人の手が加わっていない土壌に至る

まで、さまざまな土壌を扱えます。

2）黒ボク土と褐色森林土

黒ボク土と褐色森林土については、『その中でも

最大の問題は、「林野土壌の褐色森林土の中に、農

4

図2　近年の日本を中心とした主な土壌分類の現状

表1　土壌分類名を同定するための検索表
土壌大群を同定するための検索表です。例として「黒ボ
ク土大群」について示しました
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耕地土壌分類の黒ボク土壌グループとされるものが

多数含まれていること」（学術会議　2004）』と指摘

されています。これは、分類の際に重視される土壌

の性質が、土地利用によって異なるため起きた問題

です。火山灰が堆積してできた図3に示すような土

壌は、火山の多いわが国では広い範囲に分布してい

ます。農耕地土壌分類では母材の性質を反映した「リ

ン酸固定力」や「土壌炭素蓄積状況」等が重視され、

「黒ボク土」に分類されますが、林野土壌分類では

母材による違いよりも、水分条件など地形に起因す

る土壌の性質の違いが重視され、「黒色土」のほか「褐

色森林土」や「ポドゾル」等、さまざまな土壌群に分

類されます。「包括的土壌分類」では、高いリン酸吸

収能をもつ土壌は「黒ボク土大群」として区分し、そ

の下位カテゴリーとして、6土壌群、26土壌亜群、

102土壌統群を設定することで、土地利用に左右さ

れず、かつ、大縮尺土壌図で小さな面積の土壌まで

図示できるようにしました。また、土壌の性質を詳

細に区分しているため、保水性・透水性・多腐植性

など環境問題に関連する土壌の情報が得られます。

今後の予定・期待

農環研では、全国の農耕地の栄養塩類の変動・

蓄積、炭素貯留機能、水質浄化機能、外来植物の

侵入しやすい環境などに関する調査や研究をして

います。「包括的土壌分類第1次試案」に基づく土

壌情報をこれらの調査・研究に用いることで、調

査結果を統一的に類型化・指標化することが可能

になり、土壌の種類にあった、適切な対応に結び

つけることができると考えられます。また、今後

は、全国的な土壌資源情報の基盤である土壌デー

タベース、代表的特性値データ集、土壌図（図4）

などを構築・作成する際に使われていくことが期

待されます。

5

図4　包括的土壌分類第1次試案を用いて土壌図を作成した例

図3　火山灰が堆積してできた土壌
写真（a）のような土壌は、農耕地の場合（b）は黒ボク土、
林地（c）の場合は褐色森林土と呼ばれます。（土壌断面写
真：今矢明宏氏提供）
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見慣れない幼虫が南西諸島で大発生

2010年8月中旬～ 9月上旬、沖縄県の多良間島

と西表島で、これまで見られなかったヨトウ類の

幼虫によるイネ科牧草やサトウキビの被害が相次

ぎました（図1）。多良間島では、大量に発生した

幼虫は猛烈な勢いで牧草を食い尽くした後、新た

な餌を求め、道路上をまさに「軍隊行進」し、場所

によっては幼虫が道路を覆い尽くすほどになりま

した（図2）。さらに、鹿児島県の喜界島と奄美大

島（瀬戸内町）でも、同じ年の9月中旬～ 10月中

旬、大量のヨトウ類の幼虫による被害が起こりま

した。早急に種の同定に取りかかりましたが、幼

虫による同定は困難です。そこで、幼虫を採集し

て飼育し、羽化させた成虫をもとに同定すること

にしました。その結果、これらの幼虫はすべてア

フリカシロナヨトウであることが分かりました。

害虫アフリカシロナヨトウ

アフリカシロナヨトウSpodoptera exempta（図3）

は、アフリカからアジアの熱帯地域、オーストラ

リア、ハワイを含む太平洋の島々に広く分布し、

長距離を移動することで有名な害虫です。海外で

は、主にサトウキビ、イネ、トウモロコシ、ソル

ガムなどイネ科の作物を加害することが報告され

ています。国内では、これまで成虫の採集記録が

わずかにありましたが（表1）、幼虫の発生や作物

の被害は確認されていませんでした。

農環研には、日本で過去に採集された数少ない

アフリカシロナヨトウの標本が2個体保存されて

おり（図4）、今回はこれらの標本も参考にして正

確な同定を行うことができました。昆虫の同定を

行う際に、実際の標本があるのは非常に心強いも

のです。

昆虫インベントリー研究

農環研の昆虫標本館は、農業害虫を中心に、日

本屈指となる約130万点（平成23年6月現在）の

昆虫標本を所蔵しており、分類や同定を支えてい

ます。ここでは、農環研で行われている昆虫イン

ベントリー研究を簡潔に紹介します。

日本には約10万種の昆虫が生息しているといわ

日本初発生の害虫アフリカシロナヨトウを同定同定

生生生

ウウウウ

究究究究究
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図1　多良間島での幼虫による加害状況

図2　多良間島で道路上を軍隊行進する大量の幼虫
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日本初発生の害虫アフリカシロナヨトウを同定

れていますが、実はまだその30％くらいしか分

かっていません。アジア産の昆虫ではそれ以上に

分かっておらず、毎年多数の新種が発表されてい

ます。新種発表時には、「タイプ標本」と呼ばれる

「基準となる標本」を指定します。タイプ標本は、

公的な機関での所蔵が推奨されており、農環研も

たくさんのタイプ標本を所蔵し、現在947点につ

いて、種名、標本画像や文献情報などを公開して

います（図5）

（http://www.niaes.affrc.go.jp/inventory/insect/

inssys/typelst.htm）。

一般の標本についても、「昆虫データベース統合

インベントリーシステム」を構築し、順次情報を公

開しています（http://insect.niaes.aff rc.go.jp/）。

昆虫標本館には、研究者から寄贈された標本も

多くあり、広く活用できるよう整備しています。

農環研の前身農業技術研究所主任研究官を務め、

ゴミムシ類の著名な研究者であった故土生昶申（は

ぶあきのぶ）博士によって1930年代から1990年

代にかけて収集された22,914点のオサムシ科甲虫

標本コレクション（土生コレクション）は、標本

目録を農業環境技術研究所報告28号（2011年3

月発行）で発表するとともに、PDF版をWebで公

開しました（http://www.niaes.aff rc.go.jp/sinfo/

publish/bulletin/niaes28.pdf）。また、故三橋信

治氏が作製した「三橋ノート」は、明治時代後半か

ら昭和20年代後半にかけて我が国で行われた昆虫

研究に関する文献情報を網羅した膨大な資料で、

「昆虫データベース統合インベントリーシステム」

より公開中です。

最近は農環研への昆虫標本の寄贈も増えてきま

した。杉繁郎氏は、東京在住の蛾類の分類の専門

家ですが、約4万5千点の標本を最近寄贈されまし

た。この杉コレクションの中に、アフリカシロナ

ヨトウの標本が含まれていたのです。杉コレクショ

ンについてもデータベース化を進めており、画像

も含めて公開されれば、外部から容易に標本情報

の閲覧が可能になり、図鑑のように同定作業に利

用することができます。

7

図3　アフリカシロナヨトウ成虫

図4　杉コレクションのアフリカシロナヨトウ標本

表1　日本におけるアフリカシロナヨトウ成虫の採集記録
＊は今回の新たな報告
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日本初発生の害虫アフリカシロナヨトウを同定

害虫の同定

ある害虫を他の種と正確に識別し、種名を正確

に決めることができれば、生態学や生理学の研究

さらには防除法の開発などに大きく貢献します。

しかし、昆虫を同定することは容易ではありませ

ん。分かっていない種が多数いること、外見的に

類似した種が多いこと、良い図鑑がないことなど

がその理由で、日本にも未解決のグループは多い

ですし、アジアの熱帯・亜熱帯地域では分からな

い種はさらに多数存在します。

昆虫の同定は、外見で酷似した種が多いグルー

プでは、外部形態の比較のみでは困難です。実際、

交尾器を解剖してその形態を詳細に比較、検討す

る場合が多いのです。交尾器の形態は雌と雄では

全く異なりますので、雌雄の交尾器は別々に比較

する必要があります。解剖には手間がかかり、あ

る程度熟練した技術が必要になってきます。今回

のアフリカシロナヨトウの場合も雌雄交尾器形態

を近縁種と詳細に比較、検討することで正確な同

定ができました。

今後の課題

昨年度南西諸島で発生した幼虫は、アフリカシ

ロナヨトウと同定できました。その後、フェロモ

ントラップで採集した個体を同定して、分布の把

握を進めています。けれども、フェロモントラッ

プには外見的に類似した別種も誘引されますし、

トラップの粘着板に付着した個体は翅の斑紋が見

にくくなるため、交尾器による正確な同定に時間

がかかります。すでに南西諸島で本種が定着した

のか、非常に心配しています。本種には長距離移

動性があり、わずかですが過去に本州や九州でも

成虫が採集されているため、今後、南西諸島だけ

の発生に留まらず、九州や本州で被害が拡大する

ことも強く危惧されます。今後の発生に対しては、

注意深く観察していきたいと思います。

アフリカシロナヨトウの同定は、沖縄県病害虫防除技

術センターの上里卓己氏、鹿児島県農業開発総合セン

ター・大島支庁駐在の指宿浩氏・湯田達也氏との共同

研究による成果です。図2の画像を今回新たに提供さ

れた沖縄県宮古農林水産振興センター農業改良普及課

多良間駐在の渡嘉敷唯彰氏にお礼申し上げます。

課

ます。

定定定定定定定

題題題題題
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図5　ホロタイプとそのラベルの一例（レンゲクロナガゴミムシ；農環研所蔵標本番号24-0008456）
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モンスーンアジアにおける衛星情報・空間情報の先進利用をめざして議論

農環研は3月2日から4日まで、つくば国際会議場
（茨城県つくば市）において、「食糧－環境インテリジェ
ンスのための衛星情報・空間情報の先進的利用に関す
る国際ワークショップ」を開催しました。モンスーン
アジア各国では、食糧生産と環境にかかわるさまざま
な問題が深刻化しています。これらの問題に取り組む
には、広域的な実態情報の収集と分析、診断、予測（こ
れらをまとめてインテリジェンスと呼んでいます）が
不可欠です。そしてそのために、地球観測衛星による
データや地理空間情報システムを高度に利用すること
が強く求められています。また、空間情報技術は、行
政や一般市民に役立ついろいろな情報を地図などで分
かりやすく提供するために欠かせない技術となってい
ます。
このワークショップには、バングラデシュから日本

までのほぼすべてのモンスーンアジア各国と米国、オ
ランダ、デンマーク等、内外17カ国の大学や民間機
関等から約100名が参加しました。
初日、農環研の佐藤理事長の歓迎あいさつに続き、

セッション1の冒頭で、このワークショップを企画し
た井上研究リーダーがワークショップの趣旨と先進的
なリモートセンシング手法の概要について紹介しまし
た。続いてAndersen教授（デンマーク）からEUに
おける総合的な農業環境データベース、建石教授（千
葉大）から地球規模の農耕地マップ作成の現状、また、
Qi教授（米国）からは衛星データのアジア生態系変
動監視への応用（図参照）について、それぞれ研究成
果が紹介されました。
セッション2では、各国におけるリモー

トセンシング・空間情報技術を利用した
生態系問題の解析事例や空間情報データ
ベースの構築等に関して、幅広く興味深
い報告が行われました。たとえば、ベト
ナムのDr. Maiからは、空間情報技術を
用いて、衛星、土壌、地形等のデータ
と土壌侵食モデル等を統合し、ベトナ
ム戦争による化学物質（ダイオキシン、
ヒ素汚染）の広域的な影響評価を行っ
た事例が発表されました。痛ましい戦
争の爪痕を乗り越える対策の基礎デー
タとして、空間情報が活用されている
ことが如実に示され、空間情報技術
がさまざまな場面で重要な役割を担っ
ていることが浮き彫りになりました。

セッション3では、MODIS等の高頻度観測衛星の
高度利用法、土壌環境インベントリーシステム、歴史
GIS、オープンGISの活用等、リモートセンシング・
空間情報技術の高度化と利用の促進に向けた新しいト
ピックスが報告されました。
最後に総合討論では、今後の空間情報研究の推進

と連携協力関係の強化について熱心な議論が行われま
した。情報交換のためのネットワークや、研究プロポー
ザルの共同作成等が提案され、食糧－環境インテリ
ジェンスに向けた空間情報技術研究コンソーシアム形
成の方向性が示されました。今後の展開が大いに期待
されます。

 （生態系計測研究領域　井上吉雄）
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衛星画像でとらえた植物生育開始期の早期化傾向－温暖化影響
と推定される。
（左）2001年から2008年の生育開始期平均値　（右）その間の
変化傾向
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平成23年度科学技術分野の文部科学大臣表彰
受賞者が文部科学省から公表され、生態系計測
研究領域の井上吉雄上席研究員が科学技術賞（研
究部門）を、農業環境インベントリーセンター
の吉松慎一上席研究員、中谷至伸主任研究員、
吉武啓研究員、生物多様性研究領域の安田耕司
領域長の4名が、科学技術賞（理解増進部門）
を受賞しました。

文部科学大臣表彰科学技術賞（研究部門）：
井上吉雄上席研究員

「植物生理生態情報及び生態系動態の遠隔計測手法
に関する研究」

農業管理の状態や作物生産の予測、炭素循環量
などを地域あるいは国、地球規模で把握すること
が、食糧・環境施策の立案・実施のために必要と
されています。そのために、植物や生態系の動態
を広域的かつ定量的に計測・評価する方法の開拓
が大きな課題となっていました。
井上上席研究員は、可視光からマイクロ波にわ
たる広範囲の電磁波を計測することにより、植物
の環境ストレス、窒素含有量、光合成効率、CO2
吸収・放出量などを推定するための基礎知見を解
明しました。また、航空機センサや地球観測衛星
によるリモートセンシングデータを用いて、作物
を診断・管理するための情報計測手法を確立しま
した。
これらの成果により、植物の生理生態情報や生
態系動態を調査するリモートセンシング手法の開
発に重要なブレークスルーがもたらされ、農業情
報の収集が大幅に省力化、高精度化されました。
さらに、地球観測衛星などによる地球生態系の広
域的・恒常的な監視システムの構築を可能にしま
した。
今後、産地規模での作物管理の検討や温暖化対
策のための生態系管理法の決定など、食糧生産と
環境保全における施策に対しても、大きく寄与す
ることが期待されます。

文部科学大臣表彰科学技術賞（理解増進部門）：
吉松慎一上席研究員、中谷至伸主任研究員、吉武
啓研究員、安田耕司研究領域長

「農業と関連する昆虫標本を活用した農と自然への
理解増進」

現在、世界規模で生物多様性の解明と保全に向
けた取り組みが進められており、農耕地や里山に
おける生物多様性研究への貢献が求められていま
す。農業環境技術研究所の昆虫標本館は、国内で
は最大規模の農業に関連する昆虫標本（約130万
点）を所蔵していますが、国民への情報の提供は
不十分で、標本収集・管理の意義を理解してもら
うまでには至っていませんでした。
この活動では、昆虫標本館が所蔵する昆虫標本
を利用して、1948年以来、約9,200件の鑑定依頼
に対応するとともに、見学者への解説を行ってき
ました。次世代を担う子どもたちには昆虫や自然
環境・農業への理解を深めてもらうためにさまざ
まな行事を実施し、最近では年間1,000人を超え
る小・中学生に昆虫採集や標本作製を指導しまし
た。また、日本応用動物昆虫学会に協力して、日
本産害虫の全種類のリスト「農林有害動物・昆虫名
鑑 増補改訂版」を、2006年に出版しました。
これらの活動は、若い世代の理科離れを防止し
たり生物への関心を高めたりすることに貢献して
きました。また、鑑定依頼で判明した昆虫を新害
虫として報告してきたことは、現地での防除対策
に役立っています。
 （広報情報室長　廉沢 敏弘）

報　告

文部科学大臣表彰を2部門で受賞
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5月13日、研究所内で伝達式が行われた
（左から井上吉雄、吉松慎一、中谷至伸、吉武啓、安田耕司）
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日本植物病理学会賞：
對馬誠也 農業環境インベントリーセンター長

對馬誠也農業環境インベント
リーセンター長は、平成23年度
日本植物病理学会賞を受賞しま
した。この賞は、植物病理学上
顕著な業績あるいは功績のあっ
た日本植物病理学会員に贈られ
るもので、永年の「イネもみ枯細
菌病の発生生態と防除」に関する研究業績が認め
られたものです。
センター長は、西南暖地で問題となっていたイ
ネもみ枯細菌病について、水田での発病機構や感
染経路を明らかにしました。また、穂やもみを使っ
た発病検定法を開発し、発病条件を明らかにしま

した。さらに、発病を顕著に抑制す
る拮抗菌をイネから選抜し、生物防
除の有効性を示しました。
これらの成果は、総合的病害虫管
理（IPM）や環境保全型農業を推進
するための防除戦略のモデルケース
としても意義があり、フィリピン、
韓国、米国など国外での生態・基礎

研究にも広く引用され活用されています。

日本農薬学会奨励賞：
横山淳史研究員

横山淳史研究員（有機化学物質
研究領域）は、平成23年度 日本
農薬学会奨励賞を受賞しました。
この賞は、農薬の科学・技術の面で優れた研究を
なし、なお将来の発展を期待し得る満40歳以下の
日本農薬学会会員に授与し表彰するものです。
わが国の農薬登録制度における水産動植物への
生態影響評価は、OECDテストガイドラインに準
拠して、主に湖沼に生息する水生生物を対象とし
ています。一方、わが国の農耕地の半分は水田で
あり、水田に直接つながっている河川では流水に
適応した水生昆虫が重要です。そこで、河川の水
生昆虫への農薬の影響を適切に評価できるよう、
代表的な種であるコガタシマトビケラの室内飼育
法と簡便な急性毒性試験法を開発しました。この

評価法を活用することで、わが国の河川環境に合っ
た農薬の生態影響評価が可能となり、環境保全と
安定的・持続可能な農業生産活動の両立に貢献で
きると考えられます。

日本農薬学会論文賞：
稲生圭哉主任研究員、
與語靖洋研究コーディネータら

稲生圭哉主任研究員（農業環境
インベントリーセンター）、與語
靖洋研究コーディネータらの共
著論文「光異性化および代謝分解
を考慮した水田における農薬挙
動予測モデル（PADDY）の開発：
除草剤ピリミノバックメチルへ
の適用」（原文は英語）が、平成
23年度日本農薬学会論文賞を受
賞しました。
水田雑草であるノビエに優れ
た効果を示す水稲用除草剤ピリ
ミノバックメチルは、有効成分
である2種類の異性体（E体とZ
体）の混合物です。農薬製剤中には、E体とZ体が
ほぼ5対1の割合で含まれますが、水田に散布後は、
太陽光による構造変化（光異性化）が速やかに起
こり、E体とZ体はほぼ1対1.35の割合で平衡に
達します。また、土壌中の微生物により、E体とZ
体のそれぞれから主に2種類の分解物が作られま
す。この研究では、光異性化および代謝分解を考
慮できるようにPADDYモデル（水田一筆の中での
農薬濃度を予測するモデル）を改良し、ピリミノ
バックメチルの挙動を精度よく予測しました。
 （広報情報室長　廉沢 敏弘）

学会賞受賞
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発病した穂
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農環研が公開している「土壌情報閲覧システム」
（http://agrimesh.dc.affrc.go.jp/soil_db/）を2011
年5月に更新しました。新たに作土層の理化学性デー
タベース、土壌温度区分図、大日本帝国土性図が閲
覧できるようになりました。
作土層の理化学性データベースでは、農林水産省

が行った土壌環境基礎調査（1979年-1998年の間、
5年ごと、約20,000地点を対象）と土壌機能モニタ
リング調査（1999年-2003年、約5,000地点を対象）
のデータから、作土層の物理性や化学性の測定データ
を土壌の種類・地目毎に全国平均値を算出したものを
閲覧できます。
土壌温度区分図のページでは、表層下30-50cmの
平年土壌温度と土壌温度区分を調べることができま
す。土壌温度は農地に施用された有機物資材や土壌
有機物などの分解に強く影響を及ぼすことが知られて
いますので、適正な堆肥施用量や農地の炭素貯留量
を算定する際に重要な知見を提供できます。
大日本帝国土性図のページでは、明治から昭和初期

にかけて作成された土性図（縮尺1/10万）が閲覧で
きます。明治15年にドイツから農林地質学者マックス・
フェスカを招き、調査法や作図法などの指導を受けた

ことから、フェスカ式土性図とも呼ばれており、地表
下3mまでの土性（砂、シルト、粘土の重量割合で区
分された粒径組成）と地質で区分されています。なお、
この土性図は全国土を対象として描かれた詳細な土壌
図としては世界最古のものであり、歴史的にも貴重な
資料です。
今後も利用者の皆さまからの意見・要望を参考にし

て、コンテンツの充実や操作性の向上に努めますので、
感想などをいただけると感謝と喜びに堪えないところ
です。
 （農業環境インベントリーセンター　高田 裕介）

カドミウム（Cd）は、土壌に広く分布し農作物中に
は必ず含まれていますが、低濃度でも長期間摂取する
と腎臓に蓄積して腎機能障害を引き起こす原因となる
ので、国内外で食品中のCd基準値を定めるなど低減
化への取組がなされています。
農環研では、食の安全に係わる環境問題を主要な
研究テーマに掲げ、Cdの問題についても従来から重
点的に研究を進めてきました。その結果、客土に代わ
るCd汚染土壌修復技術として、「化学洗浄による浄化
技術」と「Cd高吸収イネ品種による浄化技術」を開発
するとともに、作物へのCdの吸収・移行抑制技術と
して、低Cdイネ品種の育成や畑作物の吸収抑制技術

など、様々な興味深い成果を得ています。そこで、こ
れらの成果を農業現場で役立てるために、対策技術集
を作成しました。記載した技術はいずれも農業関係者
にとって有用な情報ですが、特に上述の二つの修復技
術はマニュアルの体裁にまとめ、すぐに活用できるよ
うになっています。
この技術集をご希望の方は、土壌環境研究領域・西
尾（TEL 029-838-8311）までご連絡ください。また、
農環研のウェブサイト（http://www.niaes.aff rc.go. 
jp/magazine/132/mgzn13207.html）から電子ファ
イルも入手できます。
 （土壌環境研究領域長　西尾 隆）

報　告

報　告

農業現場に役立つ「農作物中のカドミウム低減対策技術集」を刊行

「土壌情報閲覧システム」を更新
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